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資料３ 



社会教育・生涯学習資料集 

 

この資料は、社会教育委員の皆様に、社会教育・生涯学習の重要性や背景にあ

る国や県の動向、法的な根拠などについて理解を深めていただくことを目的に、

特に知っていただきたいポイントを抜粋しました。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

はじめに：なぜ今、社会教育・生涯学習が大切なのか？ 

 

現代社会は、情報化、少子高齢化、グローバル化など、めまぐるしい変化の渦

中にあります。このような時代だからこそ、私たちは生涯にわたって学び続け、

自らを高め、より良い社会を築くために一人ひとりができる範囲において人や

社会に関わっていく必要があります。 

社会教育・生涯学習は、誰もがいつでもどこでも自由に学び、自らの人生を豊

かにし、地域社会の活性化に寄与するための重要な役割を担っています。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

１ 国の動向：社会教育・生涯学習を推進する国の考え方 

 

(1) 生涯学習社会の実現に向けて 

 

国は、国民一人ひとりが生涯にわたり学び続け、心豊かな人生を送るとともに、

社会の発展に貢献できる「生涯学習社会」の実現を目指しています。 

 

生 涯 学 習：学校教育、家庭教育、社会教育といった場や年齢に関わらず、 

生涯にわたって行われるあらゆる学習活動。自学自習や偶発 

的な学習を含む。 

生涯学習社会：誰もが学びたいときに学びたいことを学び、その成果を社会 

や生活に活かせる社会。 

 

(2) 中央教育審議会 生涯学習分科会における最近の議論（抜粋） 

 

生涯学習分科会では、社会の状況や変化を踏まえ、生涯学習の意義や役割につ

いて議論が重ねられています。 

令和８年度 第１回社会教育委員会議 

 

1



 

① 第 10 期における議論の整理（令和２年９月） 

多様な主体の協働とＩＣＴの活用で、つながる生涯学習・社会教育 

～命を守り、誰一人として取り残さない社会の実現へ～ 

 

ア 生涯学習・社会教育をめぐる現状・課題 

〇社会的包摂の実現 

 ・地域の多様な人たちが相互に理解しあい共生できる環境をつくっていく上 

で、社会教育は極めて重要な役割を果たすことが期待される。 

 ・様々な理由で困難を抱える人たちに対し、知識や技能を習得する機会を充実 

するなど、社会教育における学習機会の拡充が重要。 

〇人生 100 年時代と生涯学習・社会教育 

 ・必要な時に必要な学びを通じ成長し、心身の健康を保持しながら活動できる 

ことが求められる。職場や職種の転換の機会に対し、必要な資質・能力等を 

更新できる学びの場が重要。 

〇Society 5.0 に向けたこれからの生涯学習・社会教育 

 ・新しい技術を活用した学びの利点を最大限生かし、取組を更に充実・発展し

ていくことが求められる。 

 ・ＩＣＴ機器を利用できる者とできない者の格差（デジタル・ディバイト）の 

解消は、住民の安全や命を守ることにもつながる。 

〇地域活性化の推進 

 ・地域における豊かな学びを推進するためには、多様な主体が連携・協働し共 

に学びあうことが求められる。 

〇子供・若者の地域・社会への主体的な参画と多世代交流の推進 

 ・子供・若者が地域の課題解決に主体的に関わることは、主権者意識の涵養に 

も資するものであり、よりより社会を創っていく資質・能力を育む上で重要。 

 

イ 新しい時代の生涯学習・社会教育の広がりと充実に向けて 

〇推進のための方策 

 ・学びの活動をコーディネートする人材の育成・活用 

 ・新しい技術を活用した「つながり」の拡大 

 ・学びの活動の循環・拡大 

 ・個人の成長と社会の発展につながるリカレント教育の推進 

 ・各地の優れた取組の支援と全国展開 

 

② 第 11 期における議論の整理（令和４年８月） 

～全ての人のウェルビーイングを実現する、共に学び支えあう生涯学習・社

会教育に向けて～ 

 

 

 

 

2



ア 生涯学習・社会教育をめぐる現状・課題 

〇社会やライフスタイルの変化等により、人と人との「つながり」の希薄化、困 

難な立場にある人々（貧困の状況にある子供、障害者、高齢者、孤独・孤立の 

状態にある者、外国人等）などに関する課題が顕在化・深刻化 

 ・社会的包摂と、その実現を支える地域コミュニティが一層重要に。 

 ・人への投資の充実、デジタル社会の進展への対応の必要性が増大。 

 ・社会人の学び直しをはじめとする生涯学習が一層重要に。 

 ・特にデジタルディバイト解消や、国民全体のデジタルリテラシー（デジタル 

技術を理解し、適切に活用して新しい価値を生み出す能力）向上が喫緊の   

課題に。 

 

イ 生涯学習・社会教育が果たしうる役割 

 

生 涯 学 習：職業や生活に必要な知識を身につけ自己実現を図るためのもの。 

他者との学びあい・教えあいにより豊かな学びにつながるもの。 

社 会 教 育：学びを通じて「人づくり・つながりづくり・地域づくり」の循

環を生み、持続的な地域コミュニティを支える基盤となるもの。 

 

〇人生 100 年時代・ＶＵＣＡの時代においては、従来の役割に加え、下記の役割 

がより重要になる。 

 ・ウェルビーイング（「個人」の幸せ＋周囲の「場」のよい状態）の実現：生

涯学習を通じた個人の成長と、持続的な地域コミュニティを支える社会教

育は、ウェルビーイングの実現に密接不可分。 

 ・社会的包摂の実現：誰一人として取り残すことなく、学習機会を提供する。 

 ・デジタル社会に対応：国民全体のデジタルリテラシー（デジタル技術を理解

し、適切に活用して新しい価値を生み出す能力）の向上を目指す。 

 ・地域コミュニティの基盤：リアル・オンラインの双方で、地域住民がつなが

る「場」として社会教育施設を活用し、共に学びあう社会教育＋コミュニテ

ィ・スクールや地域学校協働活動への地域住民の参画（学校と地域の連携）

→「学び」を通じた、人と人のつながり・絆の深まりが、地域コミュニティ 

  の基盤を安定させる。 

 

ウ 今後の生涯学習・社会教育の振興方策 

 ・社会教育施設の機能強化 

 ・社会教育人材の養成、活躍機会の拡充 

 ・地域と学校の連携・協働の推進 

 ・リカレント教育の推進 

 ・多様な障害に対応した生涯学習の推進 

 

 

3



③ 第 12 期における議論の整理（令和６年６月） 

～全世代の一人ひとりが主体的に学び続ける生涯学習とそれを支える社会

教育の未来への展開；リカレント教育の推進と社会教育人材の養成・活躍の

あり方～ 

 

ア 生涯学習・社会教育をめぐる状況と今後の方向性 

〇生涯学習をめぐる状況と目指すべき姿 

 ・誰もが生涯を通じて意欲的に楽しく学び続ける社会 

〇デジタル社会への対応 

 ・デジタル化の恩恵を享受し、誰一人取り残されない社会の実現 

〇社会的包摂への対応 

 ・社会的に制約のある方々の学習ニーズの把握、学びを提供する役割も担い、 

地域や社会へも貢献 

〇生涯学習社会を実現するための社会教育人材の在り方 

 ・社会教育の連携分野や担い手が多様化する中、社会教育行政が人々の学習活 

   動の支援を通じて地域コミュニティの基盤を支える上で、社会教育人材には 

大きな役割が期待 

〇リカレント教育 

  ・職業経験から導かれた問題意識や仮説を自らの意思で学び、成果を社会に還 

元するための仕事と学びの好循環 

 

イ 今期重点的に議論した事項 

 ・社会人のリカレント教育 

 ・障害者の生涯学習 

 ・外国人の日本語の学習 

 ・社会教育人材 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 福岡県の動向：共助社会づくり・生涯学習の推進 

令和７年度 福岡県教育施策実施計画（抜粋） 

 

〇計画の内容 

【現状・課題】 

・ＰＴＡ、子ども会、婦人会等社会教育団体による活動や公民館、図書館等社会

教育施設における学習機会及び情報の提供は、生涯学習・社会教育を推進する

上でも重要な役割を果たしています。 

・地域社会のつながりや支え合いの希薄化等により地域の教育力が低下し、学校 
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が抱える課題が複雑化、多様化する中で、さらに学校、家庭、地域が連携して 

子どもの育成に取り組む必要があります。 

・感染症対策やＩＣＴ化の進展により、オンライン学習等新しい生活様式に対応 

した学習環境を整えることが必要です。 

 

【施策の方向】 

・ＩＣＴを活用しながら、社会教育に関する多様な学習機会や情報の提供、相談 

体制の充実を図るとともに、学習成果の活用を促進します。 

・県立社会教育施設の機能の充実を図り、県民の学習ニーズに即した学習プログ

ラムの開発に取り組みます。 

・ＰＴＡ、子ども会、婦人会等の関係機関・団体との連携・協力体制を強化しま 

す。 

・社会教育活動の活性化に向けた人的ネットワークの構築を図るとともに、その 

中核となる社会教育主事等の社会教育関係職員の一層の資質向上を図ります。 

 

〇令和７年度 施策の基本的なねらい 

・ＩＣＴを活用しながら、県民の学習ニーズや現代的課題に対応した学習機会や

情報を提供するとともに、学習成果を活用する機会の充実を図ります。 

・県民の学習ニーズに即した学習プログラムの開発に取り組むことにより、県立

社会教育施設の機能充実・利用促進を図ります。 

・社会教育関係職員の資質向上と、関係機関・団体との連携・協力体制を強化す

ることにより、社会教育活動の活性化を図ります。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

３ 社会教育・生涯学習を支える法律など 

 

(1) 教育基本法【抜粋】 

 

第 3 条（生涯学習の理念） 

国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、そ

の生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、

その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 

 

第 10 条（家庭教育） 

父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであっ

て、生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身

の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。 

 

5



２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学

習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ず

るよう努めなければならない。 

 

第 12 条（社会教育） 

 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方

公共団体によって奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設

置、学校の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって

社会教育の振興に努めなければならない。 

 

(2) 社会教育法【抜粋】 

 

第 1 条（この法律の目的) 

この法律は、教育基本法の精神に則り、社会教育に関する国及び地方公共団体

の任務を明らかにすることを目的とする。 

 

第２条（社会教育の定義） 

 この法律において「社会教育」とは、学校教育法又は就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づき、学校の教育課程とし

て行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的

な教育活動(体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。)をいう。 

 

第３条(国及び地方公共団体の任務) 

 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教

育の奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の

方法により、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際

生活に即する文化的教養を高め得るような環境を醸成するように努めなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対す

る多様な需要を踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供

及びその奨励を行うことにより、生涯学習の振興に寄与することとなるよう努

めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校

教育及び家庭教育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連

携の確保に努め、及び家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をす

るとともに、学校、家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促

進に資することとなるよう努めるものとする。 
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第９条の２(社会教育主事及び社会教育主事補の設置) 

都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事を置く。 

２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事補を置くこと

ができる。 

 

第９条の３(社会教育主事及び社会教育主事補の職務) 

社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。た

だし、命令及び監督をしてはならない。 

２ 社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力

を得て教育活動を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことがで

きる。 

３ 社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助ける。 

 

第 10 条(社会教育関係団体の定義) 

 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配

に属しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものを

いう。 

 

第 11 条(文部科学大臣及び教育委員会との関係) 

 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、

専門的技術的指導又は助言を与えることができる。 

２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対

し、社会教育に関する事業に必要な物資の確保につき援助を行う。 

 

第 12 条(国及び地方公共団体との関係) 

 国及び地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によつても、

不当に統制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。 

 

第 13 条(審議会等への諮問) 

 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場

合には、あらかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等(国家行政組織法(昭

和二十三年法律第百二十号)第八条に規定する機関をいう。第五十一条第三項に

おいて同じ。)で政令で定めるものの、地方公共団体にあつては教育委員会が社

会教育委員の会議(社会教育委員が置かれていない場合には、条例で定めるとこ

ろにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を調査審議する審議会その

他の合議制の機関)の意見を聴いて行わなければならない。 

 

第 14 条(報告) 

 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体に対し、指導資料の作製及
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び調査研究のために必要な報告を求めることができる。 

 

第 15 条(社会教育委員の設置) 

都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 

 

第 17 条(社会教育委員の職務) 

社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の職務を行う。 

一 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見

を述べること。 

三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べ

ることができる。 

３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少

年教育に関する特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他

関係者に対し、助言と指導を与えることができる。 

 

第 18 条(社会教育委員の委嘱の基準等) 

社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な

事項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の

委嘱の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

 

(3) 学習権宣言【抜粋】 

 

1985 年（昭和 60 年）3 月 29 日第４回ユネスコ国際成人教育会議採択 

 

学習権とは、読み書きの権利であり、問い続け、深く考える権利であり、想像

し、創造する権利であり、自分自身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であり、

あらゆる教育の手だてを得る権利であり、個人的・集団的力量を発達させる権利

である。（中略） 

 

もし、世界の人々が、食糧の生産やその他の基本的な人間の欲求が満たされる

ことを望むならば、世界の人々は学習権をもたなければならない。（中略） 

 

学習権はたんなる経済発展の手段ではない。それは基本的権利の一つとして

とらえられなければならない。学習活動はあらゆる教育活動の中心に位置づけ

られ、人々を、なりゆきまかせの客体から、自らの歴史をつくる主体にかえてい

くものである。 

それは基本的人権の一つであり、その正当性は普遍的である。（以下略） 
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さらなる生涯学習の推進に向けて【提言】 

平成１６年１２月１５日  

北九州市教育委員会 

教育長 駒 田 英 孝 様 

北九州市立公民館運営審議会 

会長 花 崎 正 子 

  

平成１６年１２月３１日をもって北九州市立公民館運営審議会が廃止されるにあたり、

本審議会は、本市におけるさらなる生涯学習の推進に向けて、下記のとおり提言する。 

 

記 

 

本市の公民館は、これまで日常生活圏における住民の身近な学習・交流活動の場として親しまれ

るとともに、人々の自主的な学習活動を支援し、市民生活の改善・向上に大きな役割を果たしてき

た。また公民館は、このような活動全般を通じて、地域活動のリーダーを数多く育成するとともに、

地域に密着しながらも、ときに地域を越えたふれあいや全市的・全市民的観点からの取り組みを進

め、市民の生活文化や地域福祉の向上に大きな成果を上げてきた。 

 

一方、本公民館運営審議会も、生涯学習社会の実現に向け、社会や地域の変化をしっかりと見据

えながら、市民のニーズを踏まえた公民館事業の企画実施を目指して、様々な提言を行ってきた。 

 

しかし、平成１７年１月１日付で、公民館は「市民センター」として、従来の社会教育法の枠組

みにとらわれない幅広い機能を持った地域活動の拠点施設として生まれ変わることになった。それ

に伴い、本審議会も平成１６年１２月３１日限りをもって廃止されることとなるが、市民センター

においても生涯学習事業は引き続き行われるため、本審議会が担ってきた「公民館における各種事

業の企画実施につき審議調査する」機能は今後も必要であると考えている。 

 

したがって、本審議会は、 

（１）本審議会が担ってきた機能のうち、今後市民センターで実施する生涯学習事業の全市レベル

の方針につき審議調査する機能については、社会教育に関する諸計画を立案することなどを職

務とする「北九州市社会教育委員」が担うものとすること 

（２）各センターにおける生涯学習事業の企画実施につき審議調査する機能については、地域住民

の意向を反映した自主的・主体的な事業運営がなされるようにするため、各々の「校区まちづ

くり協議会」に担っていただくこと 

（３）まちづくり協議会が設立されていない市民センターにおいては、暫定的な措置として公民館

運営委員会の機能を存続させること 

の３点を提言する。 

 

あわせて、本審議会の廃止に際して、本審議会がこれまで行ってきた主な答申や建議を改めて提

示し、本審議会や公民館がこれまで果たしてきた機能・役割を再認識していただくことにより、こ

れからの市民センターにおいても、これまでの公民館以上に市民を第一に考えた施設運営や生涯学

習活動が行われることを強く願うものである。 
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       作成： 北九州市総務市民局地域・人づくり部生涯学習課（令和８年５月） 

 



北九州市社会教育委員会議 2026.5/21 
 

社会教育・生涯学習に関する北九州のあゆみと課題 
 

北九州市立大学 恒吉紀寿 
はじめに ―1 と 2 にふれつつ３を中心に。４はビジョンの更新や計画化の参考に 
『社会教育・生涯学習資料集』を参照しながら（以下『資料集』） 
施設・ひと・事業、生涯学習社会の実現：学校教育と社会教育（・家庭教育） 
 
1 社会教育委員（『資料集』ｐ5〜8） 

（１）社会教育法で定められている社会教育委員（・会議）の役割 
 社会教育法 第 15 条、17 条 
（２）北九州市における社会教育委員の変遷 
  社会教育法の改正への対応 
    公民館廃止（公民館運営審議会の解散）（『資料集』ｐ13） 
  社会教育委員の定数削減 
（３）社会教育委員（・会議）の役割 
 社会教育法 17 条とあわせて（第 11 条、12 条、）13 条 
 

2 社会教育・生涯学習（『資料集』ｐ1〜5） 
学びを通じて「人づくり・つながりづくり・地域づくり」の循環と持続的なコミュニティ 
（コミュニティの基盤） 

 
3 北九州の社会教育の変遷（『資料集』ｐ9〜12） 

・ 都市公民館発祥の地 ： 旧５市の公民館・社会教育が北九州市へ引き継がれる 
・ 地域公民館 → 市民福祉センター → 市民センター 

 
4 今後の課題 ―社会教育委員による社会教育の保障と振興に期待 

・ 社会教育関係団体、減免制度。後援や広報、補助、支援（クラブ育成） 
・ 社会教育主事（・地域づくりアドバイザー） 職員集団 
・ 社会教育士 ： 組織化、支援、活用 
・ 館長・市民センター（生涯学習機能）、学校と社会教育（市民センター） 
・ ３層構造（市―区―地域） 
・ 誰でも（社会的包摂）、外国人 
・ ICT、デジタル対応（アナログ・ものづくり） 
・ 多目的利用 （教育基本法や社会教育法の視点から注視・運用） 


